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座談会

交通アセスメントの現状と課題

秋山尚夫＊１　　　尾崎晴男＊２　　　岸田憲夫＊３

久保田　尚＊４　　　多田　智＊５

西宮良一＊６　　　　森本章倫＊７

　平成１２年６月から施行された大規模小売店舗立地法（大店立地法）により、大規模商業施

設の駐車場設置基準等が示され、交通アセスメントが法的裏づけのなかで実施できること

となった。また、商業施設以外の大規模施設の影響についても重要な課題となっている。

このような状況に対応して、交通管理者・技術者等を対象にした交通アセスメント実施マ

ニュアル作成の必要性が高まっている。当座談会では、そのような観点から実施された調

査研究の結果を踏まえて、大店立法施行による効果、その後の条例等の制定の動向、交通

シミュレータの現状等の重要な視点から交通アセスメントに関する検討を行い、あわせて

今後の交通アセスメントの在り方について討議した。
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　１．現場の先行交通対策と交通アセスメント

岸田（司会）　本日はお忙しいところをお集まりいた

だきましてありがとうございます。「交通アセスメ

ントに関する調査研究」の座談会ということで、順

序立てて議論させていただくために、六つの項目を

用意してあります。基本的にこの項目に従いまして、

ご自由にご発言いただきたいと思います。

　まず一番目ですが、現場の先行交通対策と交通ア

セスメントという題材です。テーマからしますと現

場の対策ですので、やはり行政の方から現状につい

て説明していただき、現状ある問題点なりをご指摘

いただいて、それを題材にして議論を始めていった

方が広げやすいのではないかということで、警視庁

の秋山理事官の方から大店立地法施行前の先行交通

対策の現状についてお話しいただきたいと思います。

秋山　大店立地法以前の話ということで整理してみ

たいと思います。いままで困っていたのは、大規模

店舗も含めた施設全般に関する情報収集の体制がな

かったことです。たとえば都市計画審議会で審議す

るなどの場ではある程度状況が見えるのですが、そ

れ以外の、いま問題になっている大規模店舗などは

都市計画の対象ではないものですから、情報の収集

ができませんでした。ではどうしたらいいのかとい

うことで、われわれの各行政区域ごとに都市開発の

行政連絡会議をつくる努力を４年ほど前から行って

きました。ところがそれにもまたいろいろ問題があ

って、その集まりにはわれわれは交通管理という立

場で参加するわけですが、都市計画や道路管理とい

った機関との接点になるわけで、その場でも結局抜

けてしまうのが、大規模店舗などの情報なのです。

徐々に状況がわかってきましたので、行政連絡会議

に商工関係の部門も加わってもらい、そこで具体的

に、行政区域に近々大型店舗の申請がないかどうか

等、話を聞くことによってある程度の情報は入って

くるようになりました。

　その次の課題は、商工関係の人に「交通アセスメ

ント」といった感覚がないということでした。つま

り、技術的に集約された情報は持たずに、結果的に

周辺の関係する住民や関係者から苦情が出た場合に

対処方法を考える、ということが多かったのです。

問題点の大部分が交通関係ですので、話が具体化し

てから、交通規制を変更できないかなどという話に

なってしまうわけです。交通規制は広範囲に利害が

からむものですから、一部の人たちのために交通規

制を変えるというのも非常に難しいという事態が間

々ありました。

　先ほど言いましたように、なるべくそういう問題

を克服しよう、都市開発の情報をどうやって早めに

入手したらいいかということで、行政連絡会議とい

うものを設置したわけです。都内の自治体は約５０数

地区あるのですが、幸いなことに大部分のところで

行政連絡会議を設置してもらいまして、ちょうど大

店立地法ができる前ぐらいには、課題は残し

ながらも、施設の整備計画などの情報がうまく収集

できる状況になりました。

岸田　これは警察側の施行前の現状ですけれども、

その点、交通アセスメントや先行交通対策というも

のは、警察だけではなくて道路管理者にもかなり大

きな役割があるわけです。それについて、国土交通

省の多田補佐の方からご説明いただければと思いま

す。

多田　いま秋山さんがおっしゃったように、交通渋

滞や交通関係の対策というのは、交通管理者たる警

察・公安委員会と、道路管理者たるわれわれが一緒

にやっていかなければいけないという部分は認識し

ており、また連携してやっていけると考えています。

先行対策といったことに関して、道路サイドが積極

的にといいますか、それまで本当に実効あるものを

やってきたのかと言われると、ちょっと疑問はある

と私は思っています。先ほど秋山さんもおっしゃい

ましたが、道路というのは元来、一般交通の用に供

するものとなっていますから、ある一定の者に対し

て利益を与えるようなことはなかなかできないわけ

です。そういう非常に硬い概念をもっていたもので

すから、あるものができるので、そのために道路を

拡幅してあげよう、交差点を改良してあげようとい

うことはなかなかできなかったということは、現実

としてあったと思います。

　ただ、都市計画内において交通施設たる道路に対

して、商業施設などが悪影響を及ぼすということで

あれば、それはそれでまちづくりや交通の円滑化と

いう観点からは非常におかしな話ではないかと思い

ます。都市地域整備局の方で大規模開発地区関連の

交通計画マニュアルが１０年前ぐらいに出ています。

これは１万平米以上が対象だったかと思いますが、

大規模な開発をする場合にはこれに基づいて交通ア

セスメント的なことをやってくださいということで、

私たち国土交通省の方から出しているわけです。制

度的に担保されている部分と担保されていない部分
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が地区によってありますが、これによっていろいろ

やってきたという経緯はあります。

　しかし、これによって予測したとしても、われわ

れ道路管理者としてできるのは、いままではハード

的なことしか考えてこなかったわけですが、今後は

ＴＤＭ的な面でもう少し積極的にできる部分がある

のではないかということで、道路の利用の工夫につ

いて積極的に取り組んでいった方がいいのではない

かと考えています。

岸田　西宮さんはどちらかというと、事業者の実情

についてよく把握されていると思いますが、なにか

ご発言がございましたら。

西宮　大店立地法施行以前というのは、道路交通法

にしても道路法にしても、いわゆる交通アセスメン

ト的な対策をとらなければいけない法的な根拠が非

常に弱いところがありました。行政側とのやりとり

の中で、場所によって、あるいは場合によって、何

らかの力関係というものも含めて対策が決まり、対

応もばらばらで、ある県はこうだけれどもこの県は

こうだということがありました。手続きも、いろい

ろな基準面でも非常にばらばらでやりにくいという

ことがあったわけです。そのあたりが、大店立地法

が施行されてから少なくとも大規模小売店舗に関し

ては、ある程度はっきりしたのではないかと思いま

す。

岸田　ありがとうございました。では、久保田先生

にまとめをお願いします。

久保田　いまやっている研究会の前身の研究会にな

りますが、平成８、９年頃�国際交通安全学会で交

通アセスメントの研究をやらせてもらったのですが、

それがおそらくいまの議論の発端かと思います。そ

のときの４７都道府県警に対するアンケート調査で、

現在の交通アセスメントの状況がだいたい把握でき

ました。それは、いままさに西宮さんがおっしゃっ

たとおりの結果でありまして、都道府県によって、

制度的背景も含めて対応がかなりばらついています。

そのときの結論としては、日本には交通アセスメン

トの制度の断片の集積があるだけで、制度はないの

ではないかという、かなり辛口のコメントの付いた

ものであったことを覚えています。

　当初は、交通アセスメントというものが、変な意

味のプロの世界になっていたように思います。デベ

ロッパーの方や、そこで働くコンサルタントの方な

ど、何県に行けばこうであり、どこそこの警察署で

はこうである、といった情報を持っている人が交通

アセスメントのプロと言われるような世界になって

いたと思うのです。そのようなこともあって、警察

庁としても、それから大店立地法もまさにそうです

けれども、全国的に、ある種の交通アセスメントの

制度というようなものを目指すべきではないかとい

う動きになってきました。

　そもそも交通アセスメントという言葉も、われわ

れはいまここで使っていますけれども、それほど一

般化してはいないですね。つまり、アメリカでいう

交通アセスメントに相当する言葉が、おそらくまだ

日本には無いのだと思います。交通管理者の方は先

行対策という言葉を使っておられるし、いろいろな

立場の方がいろいろなところでいろいろな言葉づか

いをされていますけれども、交通アセスメントとい

う言葉をつくって、定着させて、制度化させていく

というところが、まずわれわれが考えるべき出発点

なのだろうと思います。

　２．大店立地法の施行による効果

岸田　次に、大店立地法施行による効果についてお

話いただきたいと思います。西宮さんは大店法の指

針についてまとめられるといいますか、作業をされ

る立場にあって、指針の趣旨や経緯についてもお詳

しいと思いますので、その点についてご説明いただ

ければと思います。

西宮　皆さんご存知のように、旧大店法の廃止に伴

って昨年の６月から大店立地法が施行になったわけ

です。一番大きな特徴としては、少なくとも大型店

にとっては、従来の経済的規制が立地環境にかかる

規制に変わったということがあげられます。指針の

中では、交通関係の他に騒音や廃棄物対策などいく

つかの項目がありますが、そのうち、従来ほとんど

小売店に関して規制されていなかった騒音、廃棄物

という点が追加されたということがあります。交通

対策は実は全く行っていなかったわけではなくて、
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従来実施されていた対策をある程度明確化、体系化

したという意味で、非常に意味があったと思います。

　指針の中で、大型小売店の設置者が配慮すべき事

項としてガイドラインを示しているわけですが、こ

の中での一つの試みは、大型店の備えるべき条件、

特に駐車場の必要な規模について、いままでは県や

自治体によって定めているところがあったわけです

が、全国的に一律のガイドラインを設定したことで

す。全国一律というのは、日米の協議の中で市場の

開放といいますか、大型店をつくるときのガイドラ

インを確立するという要請のもとでできたのですが、

結果的に、通産省（現経済産業省）が非常に膨大な

量の調査を、少なくとも小売業に関しては初めて実

施して、いろいろ検討して指針をつくったというこ

とで、非常に大きな意味があります。

　先ほど多田さんからご指摘があったように、従来

も建設省（現国土交通省）には大規模地区の交通計

画マニュアルというものがあったのですが、こちら

は主として平日の業務交通等の交通計画、地域交通

計画の観点からつくられておりまして、個別の小売

店舗で休日にどのくらいお客さんが来るか、車が来

るかという点は実は弱かったわけです。大店立地法

の指針ではそのあたりを補う意味で、商業施設に関

して原単位等が整備されたということも一つの特徴

です。

　それから、これをつくる中で非常に議論になった

のは、従来から道路管理者や交通管理者の公安委員

会が行っている交通対策との関係です。最終的には、

大店立地法では駐車場や駐輪場、出入り口など敷地

内の話を扱って、敷地外の道路交通の管理にかかわ

るところや道路の整備にかかわるところは指針の中

から切り離して基本的に外し、別途、道路管理者や

公安委員会との協議が必要であるということにして

おり、この旨が前文に書かれています。その結果、

都市計画的な配慮は大店立地法の指針の中では扱っ

ておらず、基本的には、交通を発生させるから立地

してはいけないということは大店立地法では言わず

に、そのような話は都市計画や用途地域で扱うとい

うことになります。この点も指針の特徴ではないか

と思います。

岸田　ありがとうございました。続きまして、この

大店立地法が施行になって、現場での対策について

もかなり影響が出てきていると思いますので、その

点を秋山理事官の方からお話しいただければと思い

ます。

秋山　久保田さんにもお世話になっておりますが、

６月の大店立地法施行に伴って、東京都では労働経

済局の事務局が、審議会をつくりまして、われわれ

も関係官庁ということで参画しています。おととし

ぐらいの想定では、対象は年間８０件くらいだと見込

んでいたのですが、法施行後の状況を見てみますと

対象は予想より多く、またきわめて細部にわたるよ

うになったと感じます。それから、ある程度期間が

限定されていますけれども、早めに事前相談を行う

仕組みができてきましたので、いままでの大店法の

時にはあまり考えなくてもいいのではないかと思っ

ていた事業者が、事前にわれわれ行政機関に相談し

てくるケースが多くなってきたと感じます。

　このことから、非常に細部にわたって状況がわか

ってきたという効果と、逆にわかりすぎてしまって、

交通対策を細部にわたってやらなければいけないと

いう負担増の両面があるわけですが、これからどの

ように交通整理をしていこうかと思っております。

警察の組織の中でも完全に現場の警察署に任せなけ

ればいけない話と、われわれ本部が出ていく話とが

あるのですが、いまのところ、われわれの体制にも

不慣れなところがあるものですから、全ての面で本

部で対応しております。はっきり申しまして、結構

数が多いなあというのが実感です。けれども、それ

は裏返せばいままでそういうものがみんな見過ごさ

れていたという意味だと思いますから、いい傾向な

のかと思っています。

　それから、先ほど申しました事前相談というのが

非常に有効に働いているという感じがします。東京

都としての意見をつくるための協議会があるのです

が、そこに至るまでにいろいろな対策の検討ができ

ます。確かに二、三、滞っている案件もありますが、

以前と比べると、早く処置できるようになりました。

　一方、他の関連法との関係が出てきています。た

とえば建築基準法関連で、都内では建築安全条例と
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いうものがあり、駐車場の出入り口のチェックを別

途行うための警察への意見照会があります。ある意

味ではそれが先行交通対策の非常に有効な手段だっ

たのですが、その業務と大店立地法との関係は、一

体どちらが優先されるのかという話が出てきそうな

感じがあります。お互いにここに大型店舗ができる

ということを前提にして進めている実情であり、い

まのところは問題は出ておりませんが。

　また、再開発事業の中に大店立地法絡みのものが

出てきます。都市計画決定の段階で出入り口の位置

や、交通の処理の仕方などはある程度考えているの

ですが、その中に後で大規模店舗が入ってくるとな

ると、大店立地法の範囲だということで、もう一回

整理し直さなければならない状況が出てきつつある

ような気がします。審議会には、東京都の都市計画

局や建設局も関係行政機関に入っていますので、そ

のあたりの調整をどうしたらいいのか、現在相談し

ているところです。

岸田　全体としてメリットがあったということです

ね。また、道路管理者の視点で、法律の施行による

効果なり影響というものがあったと思いますけれど

も、その点についていかがでしょうか。

多田　この法律の施行後に私のところに何か相談が

あったかといいますと、実は一件もありません。こ

の法律で対策を講じる範囲というのはかなり局所的

な話なので、現場レベルで個々の状況に応じた対策

を話し合っていかなければならないという点で、た

ぶん私のところまで上がってきていないのではない

かと想像しております。

　われわれがやっているのは、ある程度の面的な広

がりの中でのＴＤＭ関係ということですので、この

法律によって行う範囲とは少々ギャップが出てくる

わけですから、全国一律で考えるには無理があるの

でしょう。われわれの組織で言えば、現場の事務所

レベルで個々に公安委員会と共同しながら、局所的

な対策を講じていくことで対応するのではないかと

思っています。

岸田　こういった状況があるわけですけれども、学

識の立場として、指針に関する技術的な評価を尾崎

先生の方からいただければと思います。

尾崎　私は編集には携わっていませんけれども、読

んでみて、指針は非常によく考えられていると思い

ます。その理由を私なりに整理してみると、一つは

明示的といいますか、明らかにしてあるということ

だと思います。何をすべきなのかが具体的に書いて

ある。騒音や廃棄物などについても触れております

が、交通に関しては、必要駐車台数、入口の位置、

駐輪場、荷さばき、経路などを具体的に挙げて、こ

れは設置者、事業者の責務としてやらなければいけ

ないということがきちんと書いてあることが貴重な

点だと思います。

　もう一つは、明示性に非常にかかわることですが、

“何を”の次の“いかにするのか”がまたきちんと

書いてあるという具体性だと思います。先ほどの五

項目については、多少濃淡はありますが、式や数値

表が明示してあります。確かに例示にとどまってい

る数値もありますが、どうするのかを具体的に書い

てあることが非常に評価できるのではないかと思い

ます。その際に、携わった方の苦労がしのばれます

けれども、交通工学的な知見が生かされたといいま

しょうか、ランダム性のあるものを考えたような式

が入ってもいます。これらを合わせて、たとえば来

店する自動車の関係で言えば、敷地内で抑えること

を目標にする、公道には列を伸ばさないという考え

方が指針として、あの範囲では達成されるように組

み込まれています。そういう標準的な考え方やプロ

シージャがきちんと組み込まれていると私は思って

います。

　それから、先ほど西宮さんがおっしゃいましたけ

れども、この提示された指針は非常に大規模な調査

をベースにしたということで、信頼性もあると客観

的には思われます。ただ、調査された元資料が見え

ないものですから、本当だろうかということもあり

ますが、記述から察するに、信頼性もあるのだろう

と思います。

　もう一つは、合理性ということだと思います。た

とえば駐車場の容量で言えば、平均的な休祭日を対

象としていますので、１年に３０日ぐらいは特異日と

して考えるということとなり、これは道路計画に似

たようなところをやっているわけですから、合理性
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についても納得しやすいものです。それから、上乗

せはできないということも書いてありますが、実際

の地域の実情も考慮できるような合理的な理由があ

ればという文言も、いくつか散りばめられています。

駐車問題は敷地内に抑えるという内容ですが、敷地

外についてもこんなことをやるべきだという項目も

挙がっているなど、考えられた内容になっていると

思っています。

岸田　たいへんよくまとめられたご説明で感服いた

しました。

　少々追加になりますが、特に警視庁の立場で、住

民にとって大規模店舗の出店が地域の問題になりう

るという状況があったわけですが、それについて大

店立地法が施行されてから、どういった影響があっ

たかということについてご説明いただければと思い

ます。

秋山　この半年ぐらいの期間ですのではっきりした

ことはわかりませんけれども、以前出てきた課題が

あまり生じなくなったと感じています。たとえば地

元ともめているというような話はあまり聞かなくな

っています。その理由はわれわれ側から考えると、

早めにいろいろな情報が地元の人やわれわれの耳に

入るようになったのかもしれないという感がありま

す。関連地域の人たちに対してどういう説明をする

かということも、以前に比べてそれほど積極的に行

っているとは思いませんけれども、地域の人達に出

店計画を提示し、また行政側の意見を出しますので、

いきなりという話ではないように地元の人に受け取

られているように感じます。

　いま、久保田さんにも見ていただいている大型店

舗の出店計画があるのですが、以前と同じように問

題点としてあがってきており、交通課題となってい

るのは、その１件くらいでしょうか。たまたま時期

的にそうなのか、あるいは出店調整を若干やってい

るところがありますので、その効果なのかはわかり

ませんが、いまのところ、結果的には以前のような

課題は少ないように思えます。

　それに、いままでは、開店の１か月くらい前に交

通規制を変えなければどうしようもないというケー

スが都内でも年に数件あって、早く情報がほしいと

いうことで事業者や関係行政機関の人にお願いして

きたわけです。たとえば一方通行を逆にするという

のは周辺に多大な影響を与えるものですし、東京都

内ではこのような処置はもう無理になってきていま

す。簡単な交通規制を変更するというだけでも、地

元の人への説明が必要になってくるのですが、事業

者もいままでの経緯からそういうことがわかってき

たということも、問題が少なくなってきたことの一

因かと思います。ただ、いまのところは大店立地法

施行の影響の初期的現象のようにも思えますけれど

も、情報を早めに地域の方々に開示することに対す

るショックがあるのかもしれないという感じがしま

す。

岸田　この点もたいへんおもしろいお話だと思いま

すので、六番目の項目のところでもう一度ご議論い

ただければと思います。

久保田　そうですね。私も西宮さんともども、大店

立地法第４条のガイドラインについてお手伝いをし

たのですが、そのときの議論を振り返ってみても、

基本的に敷地内で出店者ができることに限定すると

いう枠をはめたうえでの議論であり、そのうえでの

法律でありガイドラインなのです。結果的に、この

半年ぐらいを見てみると、この枠の中では相当効果

を上げているように私には思えます。

　いま秋山さんからもお話しいただいたのですが、

私は現在東京と埼玉で大規模小売店舗立地審議会に

参加して、個別な案件をいろいろ拝見しているので

すが、この大店立地法の一番大きな効果は、やはり

物事がはっきりとすべての人の前でオープンになっ

た中で議論が進んでいるということです。つまり、

出店しようとする建物の規模さえ示せば、自動的に

必要な駐車場の台数を誰でも計算できるようになっ

て、それを出店者が実現できるかどうかがまず基本

的なハードルになっています。大店立地法が求めて

いる駐車場よりはるかに少ない駐車場しか用意しな

いような提案を事業者側が出してきたら、全員がま

ず、どこかおかしいのではないか、検討すべきとこ

ろがあるのではないかという観点からみられること

が非常に大きいと思います。これも皆さんのおっし

ゃったとおりだと思います。
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　もう一つ大きな話が、８か月の中で、誰がどうい

う提案をして、それをどういうふうに議論するのか

という全体のフローが確立して、その中で、地域住

民、自治体がはっきりとものを言える仕組みになっ

ているということです。現時点では、地元からクレ

ームが出るような案件はまだ多くないかもしれませ

んけれども、クレームを出し得る状況になってくる

ということで、かなりいまの時代に合致した枠組み

になっていると感じます。

　その一方で、課題のようなことで申しますと、非

常にはっきりとした枠組みができたがゆえに、大店

立地法でできないことといいますか、その限界が明

らかになったことが大店立地法の効能・効果の一つ

だと思います。それは、敷地を一歩出たところの道

路、交差点、いま秋山さんがお話しになった面的な

大規模開発の問題ですが、そのへんにはかなりの限

界をもっています。この点をどうしていくかという

ことをまだまだ議論していかなければいけないと思

いますけれども、そういうことがいままで以上には

っきりわかったというのが効果ではないかと思いま

す。

　３．シミュレータの動向

岸田　それでは、三番目の項目に移ります。シミュ

レータの動向についてですが、非常に難しい話題で

すけれども、シミュレータの現状というところで、

森本先生の方でおまとめいただければと思います。

森本　私よりも尾崎さんの方がお詳しいと思います

が、私が知っている限りのお話をいたします。皆さ

んご存知のようにコンピュータが非常に速くなって

きたということで、この１０年間にシミュレータの数

が飛躍的に増えてきております。今日ざっとインタ

ーネットで検索しただけでも、１０数件程度はヒット

するようになってきました。開発者を見ると、大学

であったり、大手のゼネコン、自動車メーカーであ

ったり、いろいろなところが開発をしてきています。

一方で、これだけ種類が出てくるということは、利

用者層自体が少しずつ拡大してきているのだろうな

というのが実感です。事実、いままで大学だけで、

研究者レベルで使っていたものが、販売価格がつい

て市場に出てきたり、もともとあったソフトの価格

がだんだん低下してきている。そうすると、われわ

れが非常に使いやすい状態になってきている一方で、

それでは、どのソフトがどういう特性をもっている

のだろうか、どういうソフトは安心で、どのソフト

はそれに不向きなのだろうか、ということを少しず

つ考えていかなければいけない時期に来ている気が

します。これが基本的な現状に近い話だと思います。

　シミュレータがいくつか出てきていますけれども、

私なりに現状というよりも、課題を考えてみますと、

四点ほど考えられるかと思います。一点目は、高性

能化がどんどん進んできているのだけれども、実務

レベルとの乖離が起こっていないだろうかというこ

とです。開発者は交通流の再現というところにかな

りの力点を置いてくるけれども、実務上ではそこま

で要望していないというところもおそらく出てくる

と思います。そのへんをどうやって埋めていくかと

いうのが、まず一つの課題だと思います。

　二点目は、シミュレータを使うときに、どうして

もハードルになってくるのがデータの入手上の問題

点です。つまり、全てのデータが入手できたのなら

ば、ほとんど完全に近い形で交通流が再現できるの

かもしれないのですが、現状ではほとんどデータ入

手の方法が無いことが多いのです。たとえば、これ

からＶＩＣＳのデータを使って自動車のＯＤデータがも

のすごく精度よく入ってくるようになれば、こうい

うものが飛躍的に便利になるかと思います。つまり、

データを入手するシステムや仕組みと言っていると

ころが、まだまだシミュレーションソフト自体の要

求に追いついていないのではないだろうかと思って

います。

　三点目は、予測の範囲の問題です。これはシミュ

レータの問題ではないのかもしれないのですが、ど

うも敷地の中の話なのか、敷地から一歩出たときな

のか、近隣の交差点までなのかといった問題が不明

瞭なまま進んでいる気がします。エリアの設定をど

う考えていくのかということは、逆に言うと、シミ

ュレータを選択するときの一つの基準になってくる

と思うのです。つまり、施設の前だけを考えること

が得意なシミュレータや、広域的なところが得意な
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シミュレータというふうに、シミュレータにも特性

が出てくるので、そこの使い分けが重要です。どう

いった場合に広域のものまで予測するシミュレータ

を使う必要があるのか、というところを考えていか

なければならないのかもしれないと思います。

　最後は操作性の話です。最近は、皆さんパソコン

を使うので、操作性については非常にアップしてき

ているとは思うのですが、実際上、一般ユーザーが

うまく使いこなせるようになるまでには、まだ改良

が必要だと思います。インターフェースのところは

開発する余地がかなり残っているのではないだろう

かというのが実感です。

岸田　いまのシミュレータの課題というものについ

ても、かなりご示唆はいただいたように思います。

続きまして、今度は久保田先生の方から先行対策を

実施するにあたって、シミュレータをどういうふう

に活用していくことができるのか、あるいはどうい

うふうに活用すべきなのかということについて、お

話しいただければと思いますが。

久保田　これまでは先行対策の事前評価をするとき

には、たとえば交差点飽和度のような値を使って評

価してきました。ということは、シミュレータを使

うべきかどうかということを議論するということは、

いままでの評価指標では何が足りなくて何が求めら

れているのかという、そこが整理できないといけな

いわけです。いま、森本さんがおっしゃったように、

シミュレーションをやるためには、特にデータの入

手を含めて相当の費用がかかりますから、社会全体

としてその費用をかけてまでシミュレーションをや

って、アウトプットが本当に必要なのかという仕切

りをしなければいけません。

　なぜこういうことをまず最初に言っているかとい

いますと、最近の若干心配な傾向として、ひとが見

せるがまま、なんとなくアニメーションで車が動く

ような物珍しさ、あるいは、つくってみたから使っ

てみよう的な流れの中で、交通アセスメントでシミ

ュレーションをやってみる、そういうもののソフト

を売り込む、という動きが若干見られるような気が

するからです。そのへんの心配が少々あります。

　ただ、私個人はむしろシミュレーションをどんど

ん活用していく価値は、この交通アセスメントにつ

いて非常に大きいと思っています。それには、いく

つかの理由があります。一つは、たとえば交差点飽

和度という指標がありますが、何人の人がそれを理

解できるかということです。たとえば０．７や０．９だと

危ない、といったことですが、そこはプロの世界に

入るわけです。先ほど大店立地法のところでお話し

した評価のプロセスの中に、たとえば市民が評価な

りに参加するということを考えたときに、飽和度が

こうだからこう、という説明だけしかできないので

は、市民は入っていけません。そういうこともあっ

て、シミュレーションによって市民的な言葉で話が

できるということ、つまり、交差点の通過時間や渋

滞長など、そういう新しい評価指標を出すことで、

地域住民も一緒になった評価ができるだろうという

ことが一つ、非常に大きな意味であろうと思います。

　もう一つは、交通工学的な理由かと思いますけれ

ども、交通現象そのものが非常に分散が大きいとい

いますか、揺れ動く性質のもので、たとえば１時間

交差点に立ってみれば、どんなに混んだ交差点でも、

渋滞長が１００ｍになるときもあるし、１０ｍにしかな

らないときもあり、非常に揺れが大きいわけです。

いままでは、それを交差点飽和度といった非常に単

純化した指標でしか表せなかったわけですけれども、

それをシミュレーションでうまく表現できる可能性

があります。ただ、どういう表現にしたら、それが

十分に表現できるかというのは、シミュレーション

の開発者としてもまだ解決し終わっているわけでは

ないし、提案がちゃんとできているわけではありま

せん。アニメーションを見せたり、時間変動をその

ままグラフに示したり、いろいろな方法でいたしま

すけれども、いずれにしても、変動のある現象を変

動とともに提出することができることがシミュレー

ションの一つの大きな価値だと思います。

　最後に、ある個別の店舗だったとしても、あるい

は複数の店舗があった場合でも、そういうことを面

的に評価するということを考えると、やはり、シミ

ュレータは不可欠ではないかと思います。

岸田　いま、両先生からシミュレータの問題点や、

これからの活用の在り方についてお話がありました
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けれども、特に大店法の施行とともに、実務的な立

場から、警視庁として今後シミュレータに対してど

ういう役目、働きを期待するかという点についてお

話しいただければと思います。

秋山　いわゆるプレゼンテーションとしては、アニ

メ的に動くようなものは非常にわかりやすい材料で、

いくつかそういうタイプのものを使った経験はあり

ます。しかし、中身はともかくとして、プレゼンテ

ーションの分かり易さだけで納得させられてしまう

というのは、下手をすると、だまし討ちの方法にな

る危険性を持ち合せているようにも思いますが。い

い意味でわかりやすいものが世の中で一般的になれ

ばいいとは思います。

　先ほど森本さんからご指摘のあったお話に関して

ですが、いまのシミュレータだと、データを加工し

たりしないといけないということで労力がかかりま

す。しかし最近はＯＤのデータを自動的に中でつく

りあげるものもできあがってきているようですから、

たとえば、われわれの交通管制システムのデータを

うまく取り入れていくと、たちどころにいろいろな

シミュレータの道具として使えるようになるのかも

しれないと期待しております。

　そうなれば、今度はシミュレータに対する要望と

いうよりは、われわれ交通管理側のデータのとり方

も、先ほどＶＩＣＳのことが出ましたけれども、たと

えばセンサーの配置をするなどの新しい仕組みを考

えなければならないと思います。いまわれわれがや

っている方法では、基本的には幹線道路でしかデー

タがとれません。アセスメントとなれば、施設に最

大どのくらいの交通が流れ込むのかという話も出て

くると思いますし、そういう場合にはどうすれば良

いかなど、われわれの仕事の中ではそんなことも考

えなければならないと思います。アセスメントに関

するサゼスチョンがいただけるようなシミュレータ

開発が出てくればと思っております。

　それから、われわれ担当者の能力の問題がありま

す。いくらパソコンの時代といっても、初めてシミ

ュレータに触れる人間がすぐに使えるとはとても思

えませんが、ある程度の素養があれば操作できるも

のであればいいと思います。さまざまな種類のシミ

ュレータがあると思いますが、単純な交差点飽和度

がわかればいいという場合、つまり窓口でチェック

する場合に、ちょっと操作すれば結論が出てくるよ

うな手軽なシミュレータと、実際の現場担当者の技

術をレベルアップするという意味でも、ある程度時

間を掛けて取り組まないといけないシミュレータと、

両タイプあってもいいと思います。また、もう少し

根拠を明確にするために利用できるものや、あるい

は一回の事例が次の検討に役立つシミュレータがあ

ればいいと思っています。

岸田　道路管理者の方としても道路の建設などでも

シミュレータを活用されて久しいと思います。こと

交通アセスメントに限りまして、ご要望がございま

したらご説明いただけますでしょうか。

多田　まず、交通アセスメントという観点から言え

ば、先ほど森本さんがおっしゃったように、エリア

の問題が道路管理者としては一番関心があるといい

ますか、問題だと思っています。といいますのも、

施設の中でシミュレーションが終わってしまうよう

なものですと道路には関係ないものですから、全く

使えないのは当然のことで、それも面している公道

だけではなくて、どのへんまで影響範囲が及ぶのか

ということも含めて、道路管理者としての立場から

言えば、ある程度範囲の広いシミュレーションがで

きるものが欲しいと思います。

　それから、これは久保田さんがおっしゃったこと

ですけれども、外に対しての説明は説明指標が本当

に普通の人々のレベルで説明できるものでないとい

けないと思います。確かにわれわれは交差点の飽和

度や混雑度といった指標を使います。これはわれわ

れにも責任がありますけれども、そういう指標では

一般の方には全然わかってもらえないので、渋滞長

や渋滞時間などを表してくれるシミュレータがあれ

ば、われわれとしても外への説明にもうまく活用で

きるのではないかと思います。

　操作性の話は全くおっしゃるとおりで、あまりに

も難しいものだと非常に困ってしまいますから、あ

る程度のレベルまでは簡便性を求めていただきたい

と思います。

岸田　最後に、これもまた難しい課題ですが、今後
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の展望、まとめということで、尾崎先生からお願い

したいのですが。

尾崎　皆さんがおっしゃったことに尽きると思いま

す。シミュレータというのは交通アセスメントにお

いて使う意義があるという点は、皆さん同感なのだ

ろうと思います。それもうまく使えればということ

が前提としてあると思いますけれども、少なくとも、

合理的な影響評価にはどうやら不可欠であろうと思

います。また、わかりやすいという言葉が何度か出

てきたと思いますけれども、関係者への説明という

点で専門家ではない人たちに対しても、結果がわか

りやすく出てくるというのは、シミュレータの特徴

でしょうし、そういう面でも威力があります。こう

いう二つの理由から非常に意義があることだと思い

ますから、今後を展望すれば、シミュレータがいろ

いろな場面で使われるのは明らかであると私は思っ

ています。

　そこに立ちはだかるのがいくつかの課題ですが、

これもいくつかご指摘いただいたと思います。まず

はシミュレータそのものが使えるのか、信頼性があ

るのかという問題です。森本さんが１０いくつもある

とおっしゃいましたけれども、たくさんある中で使

えるのは何なのかを知らないといけません。そんな

こともあって、目的に応じたシミュレータの最低限

の機能標準のようなものを明示した方がいいのでは

ないかということ、そのあたりを今後考えていくこ

とになると思います。

　それから、シミュレータ単体は良いとして、そこ

に入れ込む材料の問題があります。データの話もい

くつかご指摘がありました。これについても、非常

にコストがかかる部分です。データをとることに事

業者の姿勢が現れるという気もいたしますが、過大

な負担をかけるのはどうかと思います。一方、評価

結果をチェックする側も、たとえば大店立地法では

タイムリミットがありますから、迅速に処理しない

といけないわけで、両方の面からデータが入手しや

すい環境をつくらないといけないと思います。デー

タをとりやすい機器はいまのところはあまりないの

で手作業でやるということになります。とすると、

すでにデータをとっているような公的機関があるわ

けですから、そういうものがいずれは、近日中にか

もしれませんが、ある程度公になってくるというこ

とが非常に期待されるわけです。データが入手でき

たら、今度はそれを加工するものの技術的な進展が

必要であるわけですが、「必要は発明の母」でしょ

うから、必要性が出てくれば、技術の進展は十分あ

るだろうと思っています。

　もう一つは、材料と道具ができたら、作品です。

作品である結果の評価をどういうふうに示すかとい

うところも、ご指摘があったと思います。シミュレ

ータ自体は信頼性がある、わかりやすいと言っても、

材料を入れてできた結果の信頼性は、一般の人から

見ると、疑いだしたらきりがないわけです。そうす

ると、結果のプレゼンテーションの仕方といいます

か、どういうふうに提供するのが一番合理的であり、

信頼性が得られるかという、そのテクニックは未だ

しだと思いますので、そのあたりのケースの確立が

必要かと思っています。シミュレータは非常に増え

てきたけれども、シミュレータにかかわる周辺の技

術がまだ少々不足しているので、それは早急に固め

ていかないといけないだろうと考えています。
（以下第４章～第６章は次号に掲載予定）　
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